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本計画は、社会資本整備重点計画（平成 27 年 9 月 18 日閣議決定）において、同計画

で新たに設定された重点目標と政策パッケージを戦略的に推進するため、各地方の特性

に応じて重点的、効率的、効果的に整備するための計画として策定するものである。 

 

策定に当たっては、各地方において、地方公共団体や地方経済界、有識者等との意見

交換を行い、社会資本に関する現状と課題やストック効果の最大化に向けた取組など社

会資本整備の重点事項等について検討したほか、国土形成計画（広域地方計画）等と調

和を図りつつ、地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略や国土強靱化地域計画など、各

地方で策定される計画と連携し、即地性の高い計画となるよう検討を行い、取りまとめ

た。 

 

社会資本整備重点計画では、限られた財政資源の中で、優先度と時間軸を考慮した選

択と集中の徹底を図りつつ、生活の質の向上や生産性の向上をもたらす社会資本のスト

ック効果を最大限発揮させるべく、従来にも増して重点的に取り組む戦略的マネジメン

トが求められている。そのため、本計画においては以下の点を明らかにしている。 

・それぞれの主要取組について時間軸を明確化し、可能な範囲で完成時期を記載し

た。 

・プロジェクトを進めることで期待されるストック効果を記載した。 

・可能な範囲でブロックごとの指標を記載した。 

・プロジェクトを実現するための主要取組について、「既存施設の有効活用とソフト

施策の推進（賢く使う取組）」、「選択と集中の徹底」、「既存施設の集約・再編」に

分類して記載した。 

 

今後は、本計画に記載された実施中の事業や取組のみならず、計画策定後に新たに行

われるものも含め、生産性の向上により地方ブロックの潜在力が開花される「生産性革

命」を成し遂げるため、ストック効果が最大限発揮されるよう取り組むことが重要であ

る。このため、本計画で掲げた指標の達成状況やストック効果の発現状況等を把握し、

課題の確認を行い、経済社会情勢の変化を踏まえつつ、取組の改善検討を行い、計画の

着実な推進を図る。 

 

※ 海岸事業については、国土交通省水管理・国土保全局及び港湾局と農林水産省農村振

興局及び水産庁が連携して施策の展開を図っており、相互に連絡調整するとともに、

地方支分部局においても、国土交通省地方整備局と農林水産省地方農政局が連絡を密

にし、検討・整理を行っている。 

 

※ 道路管理者が実施する交通安全施設等整備事業については、国土交通省と警察庁が連

携して施策の展開を図っている。 


